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研究成果の概要：本共同研究の顕著な成果として、理論に留まらず実践的活動および政策論の
実現を挙げることができる。そのようなものとして、まず、安全・安心まちづくりに関する研
究・実施を挙げることができる。犯罪から住民を守るための具体的施策として、大人ばかりで
なく子どもが参加した「地域安全マップ」の作成を推奨し、日本各地で実践してきた。他の顕
著な政策論への結実として、現行の外国人登録制度に代わる新しい外国人台帳制度の提案に結
びつく研究をあげることができる。 
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２．研究の目的 １．研究開始当初の背景 
様々な分野で、安全の確保が求められる。
他方で、安全を確保するための施策は、自由
の縮減をもたらす可能性がある。二律背反的
関係を内在させている安全と自由の問題を、
抽象的理論としての考察に留まらず、安全と
自由の調和のとれた現実的で実効的な政策
論の構築を目的とした。 
 2001 年 9．11 テロ以降、安全が重要課題に
なり、安全をめぐる様々な研究が行われるよ
うになった。とりわけ 20 世紀末生命工学の
驚異的な進展に伴い、人間の存在そのものが
脅かされる時代となり、この問題の中心テー
マとして人間の尊厳が改めてクローズ・アッ
プされてきた。ユビキタス社会といわれる高
度情報化社会において、情報法の再構築が求
められていた。地球環境が一段と脅かされ、 
 
３．研究の方法 
 研究の方法としては、研究会の開催と実地
調査の実施である。 
宇宙・地球規模での環境保護・保全が一層必
要となっていた。 
（１）共同研究のテーマにかかわる多様な問
題に関して、共同研究者の共通認識、共通理
解を高めるために、研究会を開催した。外部
の専門家を招いての研究会、共同研究者間で
の研究会である。 
（２）実地調査を実施した。とりわけ、安全
確保策の実態をみるために、多くの入場者が
集まった愛知万国博会場、様々な国の人が利
用する空港等における安全対策の実態を調
査した。 
 
４．研究成果 
 研究の主な成果として、以下の 3 点を挙げ
ておきたい。 
（１）地域安全マップの作成 
 「地域安全マップ」とは、犯罪が起こりや
すい場所を表示した地図である。地域安全マ
ップは、犯罪者に犯罪の機会を与えないこと
によって犯罪を未然に防止しようとする「犯
罪機会論」を教育に応用するために、共同研
究者である小宮信夫が開発したものである。 
 犯罪が起こりやすい場所を見極めるため
の二つの基準、すなわち、「入りやすい」「見
えにくい」というキーワードに照らして、危
険な場所に気づかせるのが地域安全マップ
づくりであり、それによって、子どもには、
そのような特徴がある場所には近づかない
こと、やむを得ず行く場合でも、そこが危険
であると自覚しているのですきを見せない
ことが期待できる。 
安全・安心まちづくりの実践策としての子
どもも参加して作成する「地域安全マップ」
は、子ども及び地域住民の安全・予防に対す
る意識を向上させ、テレビをはじめとして多
くのメディアでも取り上げら、国内において
大きな成果をあげている。 
 
（２）外国人台帳制度の創設 
 外国人台帳制度に関する懇談会（座長：藤
原静男筑波大学教授）は、2008 年 12 月に、
現行の外国人登録制度を抜本的に見直し、在
留情報の一元的、正確かつ継続的な把握のた
めに、外国人登録制度を提案した。本共同研
究における外国人法の分析・検討が、外国人
登録制度という新しい制度の構築に貢献し
た。 
 
（３）人間の尊厳論の深化 
 国連は、2005 年に国連ヒト・クローン禁止
宣言を採択した。それは、法的拘束力を有し
ないが、日本のヒト・クローン技術規制法と
は異なり、生殖目的クローニングばかりでな
く、研究目的クローニングも禁止するもので
ある。生命や生殖に係わる先端的科学・技術
の規制の際に根拠とされるのが人間の尊厳
である。しかし、人間の尊厳の具体的内容に
関しては、コンセンサスが成立していつとは
いえない。本共同研究では、人間の尊厳の根
源性と人間の尊厳による具体的規制内容の
不明確さを浮き彫りし、西欧における 2500
年以上にわたる哲学史を背負う人間の尊厳
論の具体的内容および射程範囲について、人
間の尊厳論が最も議論されているドイツに
向けても問題提起を行った。 
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